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2020年度 一般会計・広報特別会計（合算）収支補正予算①
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区分
補正後予算額 現行予算額

比較増・
減（▲）

一般 広報 計① 一般 広報 計② ③（①－②）

収入総計 8,733,745 358,241 9,091,986 7,620,646 371,793 7,992,439 1,099,547

会費収入 775,798 0 775,798 780,255 0 780,255 ▲ 4,457

事業収入 4,195,353 286,316 4,481,669 4,643,545 312,276 4,955,821 ▲ 474,152

委託費・補助金 3,286,639 0 3,286,639 1,884,062 0 1,884,062 1,402,577

運営資金積立金

取崩収入
62,000 0 62,000 0 0 0 62,000

繰入金 5,000 0 5,000 23,000 0 23,000 ▲ 18,000

繰越金 408,955 71,925 480,880 289,784 59,517 349,301 131,579

（単位：千円）【収 入】

〔主な事業収入〕 現行予算額比

特定原産地証明書発給事業費収入 655,033（▲179,969）
検定事業収入 571,100（▲156,183）
保険事業収入 2,586,595（▲ 47,650）
広告収入 164,549（▲ 25,500）

〔主な委託費・補助金〕 現行予算額比

新型コロナウイルス対応のための
経営相談体制強化事業補助金

1,348,448（＋1,348,448）

中小企業デジタル化応援隊事業 101,800（＋ 101,800）
官民連携都市再生推進事業補助金 12,774（＋ 12,774）
中小企業等アウトリーチ事業 15,220（＋ 15,220）
制度改正に伴う専門家派遣等事業補助金 522,000（▲ 58,000）

〔運営資金積立金取崩収入〕
簿記ネット試験システム開発 40,000
販売士ネット試験システム開発 4,000
非特恵原産地証明発給システム開発 18,000

注：運営資金積立金取り崩し後の運営資金積立金総額は833,322千円。



2020年度 一般会計・広報特別会計（合算）収支補正予算②
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（単位：千円）【支 出】

区分
補正後予算額 現行予算額

比較増・
減（▲）

一般 広報 計① 一般 広報 計② ③（①－②）

支出総計 8,733,745 358,241 9,091,986 7,620,646 371,793 7,992,439 1,099,547

事業費 4,029,502 157,229 4,186,731 4,216,064 162,355 4,378,419 ▲ 191,688

委託・補助事業費 3,301,666 0 3,301,666 1,896,954 0 1,896,954 1,404,712

東日本大震災
復旧・復興支援費

8,081 0 8,081 8,000 0 8,000 81

一般管理費 141,436 37,003 178,439 169,763 35,512 205,275 ▲ 26,836

人件費 745,731 76,052 821,783 752,327 80,450 832,777 ▲ 10,994

家屋費 202,722 8,120 210,842 202,722 8,120 210,842 0

退職給与 84,909 1,949 86,858 84,909 1,949 86,858 0

繰入金 0 5,000 5,000 0 23,000 23,000 ▲ 18,000

予備費 219,698 72,888 292,586 289,907 60,407 350,314 ▲ 57,728

〔主な事業費〕 現行予算額比

保険事業費 1,986,249（▲ 35,280）
一般事業費（調査費等）・会議費 199,036（▲ 98,427）
検定事業費 395,763（▲ 7,578）
特定原産地証明書発給事業費 839,592（＋ 5,251）

〔主な委託費・補助事業費〕 現行予算額比

新型コロナウイルス対応のための
経営相談体制強化事業費

1,348,448（＋1,348,448）

中小企業デジタル化応援隊事業費 101,800（＋ 101,800）
官民連携都市再生推進事業費 12,774（＋ 12,774）
中小企業等アウトリーチ事業費 15,220（＋ 15,220）
制度改正に伴う専門家派遣等事業費 522,000（▲ 58,000）注：年度内収支差額である予備費292,586千円には、特定原産地証明書

発給事業の年度内収支差135,498千円が含まれている。
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■小規模事業者販路開拓支援事業特別会計（持続化補助金）

（単位：千円）

区分 補正後予算額 現行予算額 比較増・減（▲）

収入総計 13,785,959 1 13,785,958

補助金（令和２年度政府補正予算事業【コロナ特別対応型】） 6,641,706 0 6,641,706

補助金（令和元年度政府補正予算事業【被災地向け事業】） 1,982,217 0 1,982,216

補助金（令和元年度政府補正予算事業【ビジネスコミュニティ型】） 2,250 0 2,250

補助金（令和元年度政府補正予算事業【全国向け事業】） 5,159,786 1 5,159,785

【収 入】

【支 出】

区分 補正後予算額 現行予算額 比較増・減（▲）

支出総計 13,785,959 1 13,785,958

小規模事業者持続的発展支援事業費【コロナ特別対応型】 6,641,706 0 6,641,706

被災小規模事業者再建事業費【被災地向け事業】 1,982,217 0 1,982,216

小規模事業者持続的発展支援事業費【ビジネスコミュニティ型】 2,250 0 2,250

小規模事業者持続的発展支援事業費【全国向け事業】 5,159,786 1 5,159,785
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■経営支援基盤整備基金特別会計（経営支援データ利活用事業）

（単位：千円）

区分 補正後予算額 現行予算額 比較増・減（▲）

収入総計 94,789 80,000 14,789

経営基盤整備基金取崩収入 94,789 80,000 14,789

【収 入】

【支 出】

区分 補正後予算額 現行予算額 比較増・減（▲）

支出総計 94,789 80,000 14,789

経営支援基盤整備事業費 94,789 80,000 14,789


